
 

ＰＲＴＲデータ集計結果（令和５（2023）年度） 

 

栃木県環境森林部環境保全課  

令和７（2025）年３月  

(1) 背景 

事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境の保全上の支障を未然に防止すること

を目的として、平成11（1999）年７月に「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の

促進に関する法律」（化学物質排出把握管理促進法）が公布され、平成14（2002）年１月に施行され

た。 

   現在本法では、政令で定める515種類の化学物質（第一種指定化学物質）を取扱い、かつ、政令で定

める届出要件（業種、従業員数、取扱量等）を満たす事業者は、１年間にどのような物質をどれだけ

環境中へ排出したか、あるいは廃棄物としてどれだけ移動したかを、県を経由し国へ報告する、ＰＲ

ＴＲ（化学物質排出移動量届出）制度が定められている。 

   国はそれを集計し、家庭や農地、自動車などから排出される化学物質の量を推計し、合わせて公表

することとなっている。 

   この制度により、事業者が、自ら排出している化学物質の量を把握することによって、化学物質排

出量の削減への自主的な取組が促進されることが期待される。 

   また、ＰＲＴＲ制度で得られたデータを利用して、県民、事業者、行政が、化学物質の排出の現状

や対策の内容等について、話し合いながら協力して化学物質対策を進めていくことが期待されてい

る。 

 

(2) ＰＲＴＲ制度による排出量の把握 

 ア 届出件数 

   「化学物質排出把握管理促進法」に基づく令和５（2023）年度の第一種指定化学物質の排出量及び

移動量の届出事業所数は、表１のとおりであり、本県は全国の約2.1％を占めている。 

 

 表１ 届出事業所数 

年 度   栃 木 県     全 国   割 合  

R 5（2023） 697 32,502 2.1％ 

R 4（2022） 686 32,209 2.1％ 

R 3（2021） 708 32,729 2.2％ 

 

 イ 環境への排出量 

   令和５（2023）年度の県内の届出排出量と推計排出量を合わせた総排出量は、7,731t（令和４ 

（2022）年度は7,074t）である。届出排出量は全体の49％（同49％）を占め、それ以外から排出され

る推計排出量は51％（同51％）であった（図１）。 

   届出排出量の内訳は、大気への排出98％（同98％）、公共用水域への排出２％（同２％）であった。 

   発生源別の内訳をみると、事業所（製造、販売、サービス業、農業等）からの排出割合が74％(同

  74％）、家庭から９％（同８％）、自動車等から17％（同18％）であった。 

   なお、これらの数値については、全ての事業者を対象としていないことや、推計により算出したも

のも含まれていることなどから、その精度に一定の限界があることに留意する必要がある。 

 

図１ 発生源別割合（届出・推計）（令和５（2023）年度） 
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  (ｱ) 届出排出量 

  ａ 大気への排出量 

    県内の事業所から届出のあった大気への排出量3,686t(令和４（2022）年度は3,444t）の上位５

物質を図２に示す。排出量の多い物質の主な用途は、次のとおりである。 

  (ａ)トルエン：塗料やインキ等の溶剤、ガソリン成分、他の化学物質の合成原料 

  (ｂ)キシレン：塗料や農薬等の溶剤、ガソリン・灯油成分、他の化学物質の合成原料 

  (ｃ)エチルベンゼン：合成原料、溶剤 

 

図２ 大気への排出量（届出）（令和３（2021）～令和５（2023）年度推移） 

 

  ｂ 公共用水域への排出量  

    県内の事業所から届出のあった公共用水域への排出量68t（令和４（2022）年度は54t）の上位５

物質を図３に示す。排出量の多い物質の主な用途は、次のとおりである。 

  (ａ)ほう素化合物：ガラス繊維用添加剤、消毒剤等 

  (ｂ)ふっ化水素及びその水溶性塩：金属・ガラスの表面処理剤、合成原料等 

  (ｃ)亜鉛の水溶性化合物：金属表面処理、乾電池、殺菌剤 

 

図３ 公共用水域への排出量（届出）（令和３（2021）～令和５（2023）年度推移） 

 

 (ｲ) 推計量 

  ａ 事業所からの推計排出量  

    届出をする必要のなかった事業所（業種、従業員数、取扱量等の要件未満）からの推計排出量を

含む、事業所からの推計排出量1,968t（令和４（2022）年度は1,745t）の上位５物質を図４に示

す。排出量の多い物質の主な用途は、次のとおりである。 

  (ａ)トルエン：塗料やインキ等の溶剤、ガソリン成分、他の化学物質の合成原料 

(ｂ)キシレン：塗料や農薬等の溶剤、ガソリン・灯油成分、他の化学物質の合成原料 

  (ｃ)エチルベンゼン：合成原料、溶剤 

 



 

 
図４ 事業所からの推計排出量（届出のなかった事業所を含む推計）（令和３（2021）～令和５（2023）年度推移） 

 

  ｂ 家庭からの推計排出量  

    県内の家庭からの推計排出量689t（令和４（2022）年度は605t）の多い上位５物質を図５に示

す。排出量の多い物質の主な用途は、次のとおりである。 

  (ａ)ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル ：界面活性剤、可溶化剤、分散剤 

  (ｂ)直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩 ：界面活性剤 

  (ｃ)ジクロロベンゼン：、溶剤、グリースの洗浄剤、殺虫剤、消毒剤 

 

図５ 家庭からの推計排出量（推計）（令和３（2021）～令和５（2023）年度推移） 

 

  ｃ 自動車等からの推計排出量  

    県内の自動車等(自動車・二輪車・特殊自動車等)からの排ガスに含まれる推計排出量1,309t（令

和４（2022）年度は1,279t）の多い上位５物質を図６に示す。 

図６ 自動車等からの推計排出量（推計）（令和３（2021）～令和５（2023）年度推移）



 

(3) 市町別排出量 

 

 

単位：kg(ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類はmg-TEQ) 

※四捨五入により端数処理しているため、合計値等の計算結果にずれが生じている場合があります。 

※この表は、国が令和７（2025）年２月に公表した排出量の情報を元に作成しています。 


